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１　研究の概要（背景・目的等）

　老人保健施設の経営状況をみると、全国的な事業利益

率の断続的悪化に対して、岩手県の状況は相対的に良好

であるといえるが、人口減少や介護人材の不足など、介護

事業者を取り囲む事業環境は今後悪化することは避けられ

ないといえる。その中で、介護現場に効率化と生産性の向

上が求められているが、ICT技術の導入による効率化にお

いては、単に人手不足に対応するための業務効率化ではな

く、サービスの質を高めるという観点を合わせ持つことが

必要であると指摘されている（野村総合研究所、2020）。

介護労働実態調査によると、岩手県は介護現場において

職場としての介護現場（労務管理問題）に問題があり、介

護人材の離職が多くなっている。そのため、人手不足が全

国平均よりも深刻化しており、そのことから有給休暇が取

りにくいという職場環境となっている。そのなかで、結婚・

妊娠・出産・育児というライフイベントのために離職する

女性の介護従事者が多く、また周りの介護従事者も自分の

将来の見込みが立たないことから離職する率が全国平均

よりも高い。その結果、岩手県においては2025年度まで

の介護職員の需給バランスは大幅に悪化し、介護人材不

足が深刻化すると予想されている。このような事業環境に

おいて、介護人材の確保に向けた岩手県の取り組みの方

向性としては、課題⑴介護人材の参入促進、課題⑵労働

環境・処遇の改善、課題⑶専門性（資質）の向上、により

介護人材の確保につなげるとしている。

　介護業界においては、上記のように人材不足が顕在化

している。岩手県を含めた行政では、介護業界へのイメー

ジを改めたり、待遇を改善したりすることなどにより、介

護業界に新規参入してくれる人材の増加を図る政策が多

いといえる。しかしながら、人材確保においては、現在い

る人材を離職させないという側面も忘れてはならない。介

護現場においては、有給休暇を取れないこと、将来が見

通せないなどの理由から離職率が高く、特に岩手県では全

国平均よりも高くなっている。

　本研究はこのうち、課題⑵労働環境・処遇の改善の取り

組みと合致するものであり、課題⑵労働環境・処遇の改善

での具体的取り組みとして挙げられている、①働きやすい

環境の整備、②介護職員のモチベーションの向上、③生

産性の向上、をデジタル技術で鼎立させる取り組みである

といえる。シンクタンク（野村総合研究所）の介護分野に

おけるDX （デジタルトランスフォーメーション）の研究で

も、介護サービス分野におけるDXのゴールは間接的業務

の効率化とサービスの質の向上の2つに大別されると述べ

られている（野村総合研究所、2020）。介護施設における

デジタル技術の活用は、これまでは介護現場領域における

ロボットの活用やICTによる業務の効率化とサービスの高

度化に主眼がおかれていたが、介護事務領域（直接事務

と間接事務）における手書き文書のデジタル作成や自動作

成など、介護事務領域における業務の効率化に主眼がおか

れるべきであると思われる（JA共済総合研究所、2020）。

２　研究の内容（方法・経過等）

　介護分野においては、介護現場における介護作業に対

するIoTやAIの活用またアシストスーツなどのロボット技

術の活用が多くの企業、特に中小ベンチャー企業で実用

化が進められ、汎用化しつつある。しかしながら、（一財）

機械振興協会 経済研究所が平成30年度に調査したところ

（報告書No.H30-4「RT及びICTを活用したヘルスケア産

業の成長課題―介護ロボットの導入状況と現場ニーズに

関する調査に基づいて―」 平成31年３月）によると、介護

従事者は介護現場における介護作業でのデジタル技術の

活用に対して、温かみがない、人間らしさを感じられない、
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等の理由から新技術の導入に対して否定的な方が多いこ

とがわかった。福祉教育では人間性を中心にして福祉サー

ビスを供給することに重きを置いてきたため、作業の効率

性や生産性の追求についてアレルギーがある。そのため、

介護業界では、経営サイドで、特に現場でデジタル技術

の活用に対する拒否感がある。一方で、介護分野に対し

て新技術を供給するベンダーは、シーズの視点から、また

経営サイドの視点から、また製造業の視点から、便利な技

術、省力化ができる技術は必ず普及するとの思い込みが

あるが、一方で介護従事者にとって前述のように、介護と

は人間臭く、泥臭く、温かみがあり、そこにこそやりがい

があると感じている。したがって、介護従事者にとって、

特に介護の仕事に誇りとプライドを持ち取り組んでいる介

護従事者にとってこそ、これらのデジタル技術の活用を否

定的になるといえるのだろう。したがって、本研究におい

ては、福祉と経営効率の共立を目指して、介護現場のデ

ジタル新技術の利活用について、介護現場の作業自体へ

の導入ではなく、介護現場の直接的及び間接的事務領域、

つまり事務管理部門に活用することが好ましいと考えてい

る。その上で介護事務管理のデータと労務管理とデータと

結びつけることで、働きやすい職場づくり、休みが取れる

職場づくりを目指していきたいと考えている。

　製造業企業にとって、生産性の向上、コスト削減、稼働

率の向上などは目標指標（見える指標、財務的指標）が明

確であり、その目標指標の達成こそが経営サイドにとって

もまた従業員にとってもやりがいやモチベーションに寄与

するといえる。しかしながら、対人サービスである介護分

野においては、生産性の向上など目標指標の達成だけで

満足度を判断することができず、介護する側と介護される

側の相性等が満足度など（見えない指標、非財務的指標）

にも影響してくることとなる。この時どのような指標が満

足度に寄与するのか、制度論的なルーティーン、特にマニュ

アルに対する指標が満足度につながるのか、意識、特に

感情などが満足度につながるのかを考慮した上で、介護

現場の事務管理部門と労務管理部門のデータを連携させ

ることで、ある程度の満足度の向上と、ある程度の生産性

の向上とを両立させた上で働きやすい職場づくり、休みが

取れる職場づくりが達成されると考えている。そのために、

介護現場の事務管理部門で必要なデータを介護現場にお

ける作業データから抽出し、労務管理部門のIT化を進め

た上で、デジタル技術を活用し、データを連携させ、満

足解を導出する。具体的には、１つのシステムとしてシフ

ト表の自動作成の新システム構築とその検証などを行う。

　本研究を始めるにあたり、2020年度に実施した地域

協働研究（ステージⅠ）においては、介護現場の効率化

と働き方改革を実現するために、介護現場に対して実態

調査を行った。実態調査では、介護従事者・入所者・入

所者の家族の3者に対して、それぞれアンケート調査（定

量的調査）を実施するとともに、アンケート調査を補完

する目的でそれぞれに対してインタビュー調査（定性的

調査）を行った。それにより、3者の満足度の向上と、

ある程度の生産性の向上（介護現場の効率化）を達成す

るための要件定義の抽出を試みた。

　本研究では、（a）技術シーズ開発、（b）介護現場ニー

ズ調査、（c）概念化とモデル構築、をサブテーマとして

進めてきた。

Ｒ４地域協働研究（ステージⅡ）

R04-Ⅱ-01「地域介護福祉事業者のデジタル技術活用による介護現場の効率化と働
き方改革　−社会実装を意図したPoCの実施とプロトタイプ開発−」

課題提案者：岩手県北広域振興局、社会福祉法人いつつ星会、㈱航和
研究代表者：ソフトウェア情報学部　植竹俊文
研究チーム員：宮城好郎（社会福祉学部）、近藤信一（総合政策学部）
研究協力者：株式会LIGHTz

図１　本研究の概念図と研究目的
注記：2020年の実態調査前は、「最適化領域」としていた。最
適化の場合、３者の重み付けが全ての介護事業所に一致するこ
とになるが、2020年度の実態調査では介護事業所（いつつ星会
と航和）で３者の重み付けが異なることから、３者の重み付け
が介護事業所毎に異なることを示しつつ、３者が満足度を得ら
れる領域として「満足解領域」とする。

注記：2021年度に実施した地域協働研究（ステージⅠ）にお
いては、抽出した要件定義をもとにモデル化構築を試みるとと
もに、PoCの実施に向けてシーズ提供の実施協力企業（研究協
力者を参照）を含めた研究チーム体制の構築を行った。そして、
研究チームで実施協力事業者の介護現場視察と介護職員へのイ
ンタビュー調査により、介護現場における課題抽出とデジタル
技術活用の可能性について検討を行った。実態調査は、以下の
とおりである。
■アンケート調査対象
　シーズ側：従業員：介護従事者
　ニーズ側：顧客：利用者―入所者、負担者−入所者（＋家族）
■アンケート調査内容
　シーズ側：従業員満足度調査（制度・ルーティーン関連項目・
意識（感情）関連項目）
　ニーズ側：顧客満足度調査（制度・ルーティーン関連項目・
意識（感情）関連項目）

図２　ステージⅠの研究概念図と実態調査の概要
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３　これまで得られた研究の成果

３．１　技術シーズ開発

　介護業界では、介護の需要は高いが介護職員が少ない

という現状がある。そのため、事務業務に時間を取られ、

本来の介護サービスに専念できていないという課題が挙

げられてきた。解決策の一つとして、現在シフト作成の自

動化について多くの研究がされている。しかし、職員や施

設利用者の満足度についての研究はあまりされていない。

職員の職務満足度の向上は、就業意欲の向上につながり、

更に施設利用者への介護サービスの質の向上になると考

えられる。本研究では、二戸市の社会福祉法人「いつつ

星会」の老人ホームでのシフト編成を対象とし、各職員が

望む休暇を取得し、制約条件を設けシフト作成することで、

ワーク・ライフ・バランスを取れるようにして職員の職務

満足度を向上させ、介護サービスの質を上げることで、施

設利用者の満足度も向上させることを目的とする。

　提案システムの業務フロー図を図３に示す。本システ

ムは、前月までに介護職員から提出された当月分の希望

休日を基に、シフト作成者が従業員数、月の取得休日数、

希望休日の情報をExcelに入力し、システムがシフト表

を自動で編成する。シフトを自動で編成するにあたり、

遺伝的アルゴリズムを用いる。遺伝的アルゴリズムの操

作手順を図４に示す。

　システムに設ける制約条件は、（1）6連続勤務以上の禁

止（2）4連休以上の禁止（3）日毎に8人以上の出勤 であ

り、これらの制約条件を違反した場合の評価値を次式で求

める。なお式番号は上記の制約条件の番号に対応する。

変数　N:介護職員の総数、M:一月の日数、wi:職員iの連

続出勤数、hi:職員iの連続休暇数、ed:各日dごと

の出勤人数

　式⑷で各制約条件の違反のペナルティを合計し、シフ

ト表の評価値を決定する。

提案するシステムが条件を満たし実行可能なシフトを作

成できているか、実際の「いつつ星会」の出勤人数や休

暇日数を基に以下の条件で検証を行った。

・スケジュール期間：31日、

・勤務種類：出勤（0）、休暇（1）、希望休日（2）、

・職員数：14名（ベテラン：A1～6、中堅：B1～5、新人：

C1～3）、

・日毎の必要出勤人数：8人、・休暇日数：月9日、・希

望休日数：月3日

　以上の提案システムを社会福祉法人いつつ星会の職員

の方による評価を実施した。

１）休暇の取得や勤務回数など実現可能なシフトを作成

できている。

２）休暇をモチベーションにする職員も多いため、確実

に取得できており、やる気の向上が期待できる。

３）パートの職員もいるため、勤務の種類の割り振りも

自動化したい。

４）新人の定義は1 ～ 3年だが3年目になるとできるこ

とも多くなるため、新人の範囲を変更としたい。

５）Scoreの値が-1168点から-50点になり、制約条件

違反が発生していないため、最適化できている。

　得られた成果の科学的・技術的・社会的価値として、

勤務表に遺伝子アルゴリズムを適用した場合、世代数と

交叉確率の設定が問題となる。また、実用範囲内での処

理時間で解が得られるかが課題となる。今回の問題のサ

イズで、世代数と交叉確率が評価値（Score）に与える

影響を図５に示す。また、世代数と交叉確率が勤務表内

の違反件数との関係を図６に示す。

　次に、ブレインモデルを取り入れるために、制約条件

の一部を緩和することにより、最適ではないが実行可能

な解（＝勤務作成者の満足をえる）を求めるためのアル

ゴリズムの改良を行った。遺伝的アルゴリズムを図１の

ように拡張し、親世代の中から上位10個体を親として、

交叉・突然変異を行い子世代にあたる解を新たに100個

体生成し、同様に評価値を定める。Scoreの値が0の解

が生成された時点で、最適解の生成がされたものとして

その解を最適解として出力する。子世代の中にScoreが0

の解が無かった場合、子世代を新な親世代と定め、上位

10個体の選別、交叉・突然変異、評価値を定めることを

繰り返す。この操作を設定した世代交代数の上限になる

まで繰り返す。上限回数に達した時点でScoreが0となる

解が作成できていなかった場合、Scoreの値が最も0に近

かった解を最適解として出力し、処理を終了する。

　結果の一例を図８に示す。

　a、 dは、制約条件と満足度の重みつけで、両者の割

合により、パターンを設定し、勤務表作成の際、パラメー

タの設定を可視化することができた。また、休暇希望が

集中する場合、評価値にどのような影響を及ぼすのかに

ついても、実験を通して明らかにすることができた。

　今後の課題として、複数の月にまたがって、職員ごと

の月の勤務内容に偏りが生じているため、その偏りの解

消も必要である。より公平で働きやすい職場を創出する

ことができると考えられる。

３．２　介護現場へのORGENIUS（自然言語AI）適用

検証

　数理モデルによるシフト編成の自動生成に加えて、シ

フト編成担当者の思考から数理モデルに当てはめにくい

職員個人のスキルや家族構成、突発的に発生する事象（職

員の病欠など）によるシフト編成への影響や考慮してい

ることを可視化する。

図３　業務フロー図

図４　遺伝的アルゴリズムのフローチャート

注記：シフト作成月の前月までに介護職員から提出された当月
分の希望休日を基に、シフト作成者が従業員数、月の定められ
た取得休日数、希望休日の情報をExcelに入力し、Excelに入力
したデータをシステムが読み込みシフト表を自動で編成する。
また、システムに制約条件違反発生時に付与する評価値の設定
を行う。そして、完成したシフト表をシフト作成者が介護職員
に提示する

注記：事前に提出された希望休日や介護職員数、必要休日数を
Excelに入力し、それをシステムに読み取らせる。ペナルティの
設定ではどの制約条件に重きを置くか決定し、それに合わせ減
点数を変更する。ここまでのシフト作成者が手動で行う作業が
ステップ1となる。
　ステップ1以降の操作はシステム上で行う。Excelのデータを
読み取り希望休日以外のセルに0(出勤)を置き、0の中からラン
ダムで1(必要休日)を生成し、月に必要な休日数を確保できてい
るかを確認する。取得が完了したならば、ステップ2としてその
時点までの生成されたシフト表を初期解とし、制約条件を設け、
違反があればペナルティとし、評価値(Score)を与える。
　次に、ステップ2で生成された解（初期解）と同程度の評価
値を持つ解を100個生成する。その中から評価値の良い上位20
個体を親として、交叉し子世代を生成する。この時、5％の確率
で突然変異が起こる。交叉・突然変異を行うことで、解の数か
所を変換し、制約条件違反が発生している個所を減らしていく。
この操作を世代交代の上限であるJ回繰り返し、最適解の生成を
目指す。もし、世代交代を行い、解を評価する時点でScoreが0
の解が生成された場合は、その時点でシステムを終了しScore
が0の解を最適解として出力する。それ以外は、J回世代交代を
行った時点で最も評価値が0に近い解を最適解として出力し、シ
ステムを終了する。

図５　各交叉確率の世代毎の評価値の推移

図７　改良版アルゴリズムのフローチャート

図６　各交叉確率の世代毎の制約条件違反数の推移

図８ 各制約条件の違反日数の合計
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　この可視化には、LIGHTz独自テクノロジーである

ORGENIUSを用い、シフト編成担当者の知見をブレイ

ンモデル化することで暗黙的な知見を視認できるように

する。これにより、現行のシフト編成担当者から引き継

ぎを行う際にシフト編成時に考慮すべきポイントや考慮

の根拠を把握したうえで業務を遂行できると考える。

　シフト編成担当者の知見をブレインモデル化するに

あたって、当該職員にアンケートとヒアリングを実施

し、シフト編成する際に考慮していることやその根拠

を棚卸した。アンケートとヒアリングの回答を基に

ORGENIUSにてブレインモデルを構築した。

　シフト編成ブレインモデル全体図を図９（付録）、『夜勤』

ノードに着目したブレインモデル表示を図10（付録）に示す。

　このように、シフト編成担当者にヒアリングを実施し思

考をブレインモデル化することで暗黙的な知見を可視化

できた。

　今後、ヒアリングを実施したシフト編成担当者や介護

現場の職員にブレインモデルの有効性を評価してもら

い、必要に応じて知見の充実化を図るとともに知見を効

果的に提示するシステムの要件を定義していく。

３．３　介護現場ニーズ調査

　地域づくりに必要な知識･ノウハウを学ぶための下記

のワークショップを実施した。

１）大野中学校「探求学習（地域づくり）」：

　●日時：2023年9月22日

　●対象：洋野町立大野中学校3年生

　●授業：フィールドワーク

　●岩手県久慈市山根地区で町歩きをし、地域福祉活動

に携わる社会福祉法人や地域住民と交流しながら

「地域づくり」について体験的に学んだ。

２）岩手県立大野高等学校「総合的な学習の時間」

　●日時：2023年7月26日

　●対象：大野高等学校2年　福祉コース（福祉のまち

づくり）希望者２名

　●授業：講義

　●福祉を活用したまちづくりの可能性や、DXと福祉

を融合させたイノベーション等の授業を行った。

３．４　概念化とモデル構築

　LIGHTz独自テクノロジーであるORGENIUSが検証

（2023年1-3月実施）の結果で有効活用が可能であると

されれば、介護職員の職務の満足度と施設利用者の介護

サービスに対する満足度との「満足解」モデルの算出に

有効であることが立証される。

　介護業界では、介護の需要は高いが介護職員が少ないと

いう現状がある。そのため、事務業務に時間を取られ、本

来の介護サービスに専念できていないという課題が挙げら

れてきた。解決策の一つとして、現在シフト作成の自動化

について多くの研究がされている。しかし、職員や施設利

用者の満足度についての研究はあまりされていない。職員

の職務満足度の向上は、就業意欲の向上につながり、更に

施設利用者への介護サービスの質の向上になると考えられ

る。本研究で、介護事業者の各職員が望む休暇を取得し、

制約条件を設けシフト作成することで、ワーク・ライフ・

バランスを取れるようにして職員の職務満足度を向上させ、

介護サービスの質を上げることで施設利用者の満足度も向

上させること、両者の「満足解」を達成することができ、

本研究の前提となるモデルが有効であることが立証される。

　また、地域づくりに必要な知識･ノウハウを学ぶため

の下記のセミナーを実施した。

１）いわて建設ICT協議会での講演「中小企業のデジタ

ル技術活用とDX推進の重要性」

　●日時：2023年12月7日、場所：エスポワールいわて

　●上記の講演において、事例として研究内容と成果を

紹介した。

４　今後の具体的な展開

　本研究は、⒜介護業界のデジタル技術利活用と課題の

抽出と介護現場へのORGENIUS（自然言語AI）適用検

証、⒝介護現場ニーズ調査、⒞モデルの構築と検証、を

サブテーマとして進めてきた。ブレインモデルより、「満

足解」の概念を数理モデルに追加することができなかっ

た。すべての要素をモデルに反映することは難しく、そ

れらを重み付けし、より影響のある要素の条件を加え提

案アルゴリズム、制約条件の追加修正を加えることによ

り、満足解への追求が可能と考えられる。また、ユーザー

インターフェイスの定義が完成していなので、すべて手

動で行う必要があり、現場での活用には至っていない。

　本研究で取り上げた社会的ニーズが高く、施設等が持

続可能な経営の一助となる市場が想定される。また、介

護施設など大規模ではないが、小規模でも拠点数が多い

ような市場では活用が期待される。さらに、表計算ソフ

トExcelのデータ連携が可能なので、既存の業務の中で

使用されている仕組みに取り入れることが可能であり、

親和性が高いと考えられる。
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６　付録

図９　シフト編成ブレインモデル全体図

図10　シフト編成ブレインモデル全体図

注記：構築したブレインモデルを図b.1に示す。丸図形上にキーワードが表示されているものを『ノード』と呼び、ノードとノードを繋
ぐ矢印を『エッジ』と呼ぶ。

注記：今回構築したブレインモデルの見方の一例を図10で示す。例えば、夜勤の際にはペアで勤務シフトを組むことが『夜勤』ノードと『ペ
アで勤務』ノードがエッジで繋がれていることからわかる。加えて、その先に繋がるエッジから新人とベテランを組ませるように考慮し
ていることもわかる。また、そのように考慮する理由として、いつ緊急対応が発生しても大丈夫なようにするため・新人同士では負担が
大きいため・利用者の状態の確認もベテランの方が的確に判断できるためということがわかる。新人とベテランを組ませるよう考慮する
際に、具体的に新人とベテランをどのように区別するのかは、『新人はベテランと組ませる』ノードからエッジが繋がる『新人』ノードと『ベ
テラン』ノードの先に繋がるノードを参照することで把握することができる。


